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○堀内（照）委員 確認しておきたいと思います。 

 最後に、野党提案の介護人材確保の特措法について伺います。 

 本法案は、額としてはまだ第一歩ではありますけれども、しかし、賃金を引き上げるというメッセージが介護

や障害関連の労働者に伝わるということは、本当に大事な意味を持っているんだと私は思うんです。 

 一昨日のこの委員会でも、保育士の処遇改善も大問題になりました。この点では、保育士の処遇を改善すると

いうことも、やはり待ったなしの課題だと思うんです。その点、所見を伺いたいと思っております。 

○山井議員 御質問ありがとうございます。 

 御指摘のように、介護職員の賃金引き上げのみならず、保育士の賃金引き上げ、これも待ったなしであります。

ここにもその要綱が既にでき上がっておりますが、私たちも、来週火曜日には党内手続を終え、そしてほかの党

にも呼びかけて、介護職員の賃金引き上げの法案とともに、新しく用意しております、保育士など、幼稚園教諭も

含めまして賃金引き上げの法案、これについては与野党違いはないと思うんですね、待機児童政策は待ったなし

ですから、ぜひとも皆さんの御賛同を得て速やかに成立させて、それこそが待機児童対策の解決に大きな一歩と

なることと確信しております。 

 ありがとうございます。 

○堀内（照）委員 ありがとうございます。 

 終わります。 

○渡辺委員長 次に、山井和則君。 

○山井委員 四十分間質問をさせていただきます。 

 まず、何よりも、きょうは東日本大震災から五年がたった日であります。お亡くなりになられました方々に心

よりお悔やみを申し上げたいと思いますし、何よりも、被災地では多くの方々がまだ被害に苦しんでおられます。

国会議員の私たち、力を合わせて震災復興の加速に取り組むことをお誓い申し上げたいと思います。 

 そこで、冒頭、一つ塩崎大臣にお伺いをしたいわけでありますが、私たちが非常に気になる問題として、福島県

で二月に発表された調査では、甲状腺がんが福島県で百十六人になっている。震災前は、百万人に対して一人か

ら三人の割合とされていたわけです。もちろん、このような甲状腺がんの因果関係というのは非常に難しい部分

があると思いますが、私は、たまたま先ほど委員会室の前で塩崎大臣の記者会見を聞いていまして、びっくりし

たんですね。甲状腺がんがふえているのではないかというこのような調査結果について塩崎厚生労働大臣はどう

思われますかという質問に対して、環境省の担当だからコメントはできないということをおっしゃったんです。 

 でも、違うでしょう。国民の健康を守る、がん対策に関しても、これはまさに塩崎大臣の管轄でもあると私は思

います。ぜひとも、甲状腺がんの福島県のこの結果に関しても、さまざまなこととの因果関係等、しっかりと厚生

労働省として真相究明や対策に取り組むということを御答弁いただきたいと思います。 

○塩崎国務大臣 厚労省が国民の健康に責任を持つということについては異論はないわけでございますけれども、

福島県の原発事故に伴う健康被害、放射線による健康被害の対応については環境省の所管であるということを申

し上げたわけでありまして、これは平成二十四年の九月の環境基本法改正によって環境省で行うこととなった、

これは法律の事実であるわけでございます。これは民主党政権のときに行われたものでございまして、現在もそ

の枠組みは維持をされているということであります。 

 厚労省としては、当然、健康に対しての全般的な責任を負っていることは間違いないわけでありますが、この

問題に関して、放射線の健康被害、影響については、専門医の確保など、技術的、人的な支援を当然のことながら

行っているわけでありまして、引き続き、環境省と必要な協力を行ってまいりたいと思います。 

 そもそも、がん対策につきましては、甲状腺がんも含めて、この一月から、がん登録等の推進に関する法律とい

うものも施行になりました。これは議員立法で私ども皆さん方と一緒にやったところでございますが、正確なが

ん罹患状況等の把握、それから、適切な医療へアクセスができるようにがん診療連携拠点病院や小児がん拠点病

院の整備をする、あるいは、患者、家族の不安や悩みに対応するがん診療連携拠点病院に設置をされた相談支援



センターの充実を図るとか、それから、昨年の十二月にはがん対策加速化プランというものも提案をさせていた

だきまして、これに基づいて、基本計画を加速化するということをやらせていただいているわけでございます。 

 同時に、がん対策基本法につきましては、議員立法でございますので、今、超党派の議員連盟で、抜本改正、ち

ょうど十年を迎えるのがもう間近でございますので、例えば、小児がんの問題であるとか、あるいは、職場でがん

に罹患をしても仕事を続けられるようにするためにどうするかといったような問題については、加速化プランの

中でかなり提案をしておりますけれども、この基本法の改正についても、当然私どもは議員立法の改正について

御支援を申し上げるということで、私の方からも指示をしているところでございます。 

○山井委員 この問題については後ほど柚木議員も質問をさせていただきますが、がん対策基本法の話とかに話

をそらさないでください。私もがん対策基本法の提出者の一人ですよ。十年前にこの委員会でみんなで通したん

ですよ。そんなことは知っていますよ。 

 今深刻な問題になっているのが、甲状腺がんが福島県でふえているのではないか。そのお子さんたちやお母さ

んやお父さんからすれば、管轄が環境省なのか厚生労働省なのか、そんなことは厚生労働大臣から聞きたくない

んです。 

 しっかりと、百十六人も、たくさんの方の甲状腺がんが調査結果で出ている。ふえているのではないだろうか、

風評被害のことがありますから軽々に言えないことは私ももちろんわかっております。それを踏まえて、やはり、

環境省の管轄だからコメントできないではなく、がん対策、国民の健康を守る責任者である塩崎大臣としても、

コメントを一言お願いしたいと思います。 

○塩崎国務大臣 先ほど申し上げたことと同じでありますけれども、甲状腺がんもがんの一つでございまして、

これについて私どもが正面から取り組むことは何も変わらないわけでありますので、環境省とよく連携をしなが

ら対応をしていこうと思っているところでございます。 

○山井委員 この続きは柚木議員に譲りますが、先日の「保育園落ちた日本死ね！！！」というあのブログの安

倍総理の答弁にしても、何か人ごとのような気がしてしようがないんですよ。今までどおり頑張っていきますよ

と塩崎大臣はおっしゃるけれども、今までどおりじゃないんですよ。深刻な問題が今被災地で起こっているかも

しれないんです。そういう被災地の皆さんに寄り添う気持ちが感じられないような答弁、私はいかがなものかと

思います。 

 さらに、リストラ助成金の質問に入る前に、もう一つ、先日山尾議員も取り上げられましたこの待機児童対策。 

 一昨日、二万七千人もの方々の、待機児童のママさんやそして賛同される方々の署名を、塩崎大臣、そこの理事

会室で受け取っていただきました。これはもう私は前代未聞のことだと思っています。たった三日間でそれだけ

の賛同署名、いや、お母さんたちの悲鳴が大臣に届けられた。 

 そのときに、塩崎大臣は、財源が見つからないということをおっしゃられたんですね。しかし、これは重要です

よ。民主党政権のときに、自民党、民主党、公明党三党合意で、消費税の子育て支援の七千億のプラスアルファ三

千億、保育の質の三千億と言われている、保育士の賃金引き上げ、職員配置基準の引き上げ等々のこの三千億は、

財源を確保して実施すると三党合意しているんです。 

 にもかかわらず、横から軽減税率が今入ってきて、軽減税率の財源六千億円があるんだったら、その前に約束

した、全国のお母さんたちや子供たちの悲鳴が届いているこの三千億、軽減税率より前に、前に約束しているん

ですから。さらにこれは、政党間の合意だけじゃないですよ。全国のママやパパや子供たちとの、子育て支援を応

援するよという、子供たちとの、日本の未来との約束だと私は理解しております。 

 塩崎大臣、その署名を受け取られて、一刻も早く保育の人材確保、待機児童対策をせねばならないということ

で、軽減税率より前にこの三千億円の財源を確保する、そういう決意を固めていただけましたでしょうか。いか

がですか。 

○塩崎国務大臣 三党合意のときに、これは民主党政権の際に行われたものでございますが、そこに、「幼児教育・

保育・子育て支援の質・量の充実を図るため、今回の消費税率の引き上げによる財源を含めて一兆円超程度の財

源が必要であり、政府はその確保に最大限努力する」というふうに三党合意をしたわけでございます。 

 このときの政府というのは民主党政権でもあるわけでございまして、いずれも、三党合意をしたからには、と



もにやはりこの財源を探すということについては共同責任を負っているわけでありまして、そこのところは外す

ことはできないことであって、どっちが先とか後とかいうことではなく、我々にとって大事なのは、今回、一億総

活躍社会の中でも、二本目の矢は子育て支援であり、三本目で介護の問題を中心とする社会保障の安定化を言っ

ているわけであって、それぞれに必要な社会保障の充実については、優劣をつけることなく大事なことはやって

いくということで、私どもは、最優先課題の一つとして子育て支援をやっていくということは、何ら変わってい

ることではないというふうに思います。 

 今お示しをいただいている「職員給与の改善等」というところに三百八十一億、これに加えて児童養護施設な

どで働いていらっしゃる方々のことも考えれば、約四百億をどこから恒久財源として持ってくるかということを

我々として考えなきゃいけないことでありますので、これはともに、御一緒に考えていただきたいと思いますし、

もちろん、一義的には政府がこれを責任を持って考えるということでありますので、予算編成の際に考えていく

大事な問題としてやっていかなければいけないというふうに思っております。 

○山井委員 極めて無責任です。どっちが後か先かじゃないとおっしゃっていたけれども、先に決まっているの

はこちらなんですよ。それで、軽減税率の財源は来年三月までに決めると決められたじゃないですか、政府は。と

ころが、この三千億の財源のめどは立っていないどころか、横入りした軽減税率六千億のために、これは基本的

に、事実上、断念になりかかっているんですよ。 

 私たちは、先ほども言いましたように、今、保育士さんたちへの一万円の賃金引き上げの法案をつくっており

ます。しかし、軽減税率は、ここにもありますように、一兆円のうち約六千億円は年収五百万円以上の人に行くん

ですよ。年収三百万円未満の低所得者の方々に行くのは一一％、つまり、たった一千一百億円なんですよ。 

 六千億の財源が確保できるなら、今深刻になっている待機児童対策を含む子ども・子育ての三千億に優先して

まず回すべきだと思いますが、塩崎大臣、いかがですか。 

○塩崎国務大臣 いかなる政策であろうとも、恒久財源がなければできないということは、民主党政権、三年余

りおやりになってよくわかったことだと思います。あのときは、二万六千円の子ども手当で随分国民の期待はあ

りましたし、その他の政策についてもありましたが、やはり恒久財源が必要だということは、あそこで証明をさ

れたわけであります。 

 我々も、大事であることは、もう三党合意で合意をしているわけで、しかし、皆さん方の政権のときもこの財源

は見つけ得なかったわけでありまして、我々は、今まさに最優先課題として、二本目の矢の子育て支援の中で、こ

の三千億も含めて、そして、特に人材が大事でありますから、他の産業と比べてみてもなかなか厳しい状況であ

る保育士の報酬についても対応をしていかなければならないということは、当然、この三千億のことをともに約

束をした、今度は政権を担っている我々として、責任を持ってこれを実現していかなきゃいけないというふうに

思っているところでありまして、何ら皆様方と考えは違わないわけで、唯一違うとすれば、我々は、責任を持って

恒久財源を探した上で、これを恒久的な措置としてやっていかなければならない。 

 財源なしの提案をするのは簡単でありますけれども、我々は、やはり責任ある政府としてそのようにさせてい

ただきたいと思います。 

○山井委員 安定財源が必要だという言葉は、そのままお返ししたいです。なぜ軽減税率六千億には安定財源が

確保できて、その前から約束していた、子供たちやママさん、パパさんの願いである子ども・子育ての三千億に安

定財源が確保できないんですか。私は、本当にこの子ども・子育て支援、待機児童対策に後ろ向きな政府・与党に

は怒りを感じざるを得ません。 

 ついては、先日も浦野議員がこの場で提案をされていましたが、多くのママさん、パパさん、お子さんたちも、

待機児童対策、本当に今不安に思っておられますので、ぜひ早急にこの厚生労働委員会で、保育問題、そして待機

児童問題、子ども・子育て問題の集中審議を開いていただきたいと思います。 

 委員長、理事会で諮ってください。 

○渡辺委員長 理事会で協議をいたします。 

○山井委員 本当に残念なことばかりですが、さらに、次に入ります。 

 リストラ助成金のことは、事もあろうに、政府、厚生労働省が旗を振って首切りをビジネスにする、首切りビジ



ネスを政府が推進する、そういう疑いが持たれております。大西議員、初鹿議員も先日質問をされました、この問

題であります。 

 つまり、もう国会でもさんざん議論をされておりますから、一々は申し上げませんけれども、事の発端は、王子

ホールディングスという会社が、最近、百人以上退職勧奨をしていった、リストラをしていった、しかし、退職勧

奨ではなくて、実際は退職強要、無理やりの退職の疑いが濃い。さらに、そういう首切りに関連して、一人当たり

十万円の労働移動支援助成金が雇用保険の財源から流れている。つまり、そのようなリストラ、首切りを国策で

やっている。そういうことになれば、一億総活躍社会どころか、一億総リストラ社会になってしまうわけです。 

 そこで、お伺いしたいと思いますが、質問通告もしております。きょうも、昨年の七月、このリストラ助成金な

どによって退職勧奨、退職強要をされた被害者の方が傍聴にもお見えになっております。 

 どういうふうなことになったのかといいますと、結局、ある日、人事部長に呼び出されて、退職してくれない

か、そういう話が来るわけですね。そのときに示された資料も私は手元に持っております。それで、当然、二十年

ぐらい勤めた方ですから、家族もあるから退職できませんと言いますよね。ところが、だまされたと思ってテン

プスタッフ、人材会社に行ってください、そういう話になる。何をしに行くんですか、いや、再就職先を探しても

らうんですと。いやいや、退職する気はないんですから嫌です嫌ですと言い続けたら、最後にどう言われるか。で

は、あなたは来月から総務部付でテンプスタッフで仕事をしてください。そこで何するんですか、再就職先を探

してもらいます。 

 退職を拒む、ある意味では当たり前ですよね、多くの方が。拒んだら、いや、拒んでも、出向で人材会社に行っ

て再就職先を探させる。 

 塩崎大臣、これは、今までから国会でも、民主党・維新の党の厚生労働部門会議でも議論となっておりますが、

このような、会社側が、退職か、人材会社に出向して再就職探しをするかの二者択一を迫ることは不適切ですよ

ね。今まで抽象的な答弁しかもらっておりませんが、この場で明確に不適切と御答弁願いたい。 

 なぜならば、答弁されないのであれば、今週末まで、今月末までに返事をしろと、今もリストラで迫られている

人がいるんです、はっきり言いまして。塩崎大臣が不適切とここで答弁しなかったら、とまらないんです。とまら

ないんです、これ。一回退職届を出しちゃったら、なかなか戻れないんです。先日、初鹿議員も言われましたが、

それによってお子さんが進学を断念しているケースも出てきているんです、残念ながら。 

 塩崎大臣、会社側が、退職か、人材会社に出向して再就職探しをするかの二者択一を迫ることは不適切だとい

うことをこの場で御答弁ください。 

○塩崎国務大臣 きょうは傍聴席にもたくさんの方がおられるので、あえて申し上げますが、労働移動支援助成

金のそもそもの目的は、労働政策の一つとして、言ってみれば、付加価値の低い産業から付加価値の高い産業に

産業構造を変えていかないとなかなか賃金が上がらないということで、その産業構造が変わっていくことをバッ

クアップしよう。その際に、当然人材も移っていかなければいけないということで、ほっておいたら、政府が何も

しなければ、企業が、言ってみればリストラをするだけで終わってしまう。それではやはりいけないだろうとい

うことで、できる限り短時間のうちに別な就職先に就職ができるようにということで、労働移動を支援する制度

として組み立てたものでございます。 

 そのために導入されたものでありますので、その趣旨に沿っていない使い方をされることに、私たちは、もち

ろんこれは違和感を我々も考えているところでありますから、今……（山井委員「質問に答えてください」と呼

ぶ）ちゃんと答えますから、ゆっくりちょっと聞いてください。説明をさせていただけたらというふうに思いま

す。（発言する者あり） 

○渡辺委員長 静粛にお願いします。 

○塩崎国務大臣 政策意図と合わない形でこの政策が使われることは、私たちとしては本意ではございませんの

で、それにはきちっと対応をしていく、そういう方針でございます。 

 その上で、今、山井議員の御質問に答えるとすれば、退職か、人材会社に出向して再就職探しかの二者択一を迫

るということは不適切ではないかということでございますが、企業の従業員に対する業務命令というものが権利

の濫用に当たるか否かは、これは当然、個別の事案ごとに、これは民と民の間の問題でありますので、最終的には



司法において判断されるものであるということをまず押さえなければならないと思っております。 

 一方で、労働者保護を使命とするのが我々厚生労働省でありますから、我々としては、通常甘受すべき程度を

著しく超える不利益を労働者に負わせるような人事権の濫用というものは不適切であるというふうに考えている

ところでございます。 

○山井委員 ここに配付資料も出ていますが、今の答弁なんか、数日前からもらっているんですよ。それではわ

からないからということできょうも質問通告しているんでしょう。イエス、ノーでしっかり答えてください。 

 裁判しろって、どうやってできるんですか、首を切られた方が、家族もいるのに。無責任なことを言わないでく

ださい。どうやって裁判なんかするんですか。そういうリストラを、退職強要を未然に防ぐのが厚生労働大臣の

仕事でしょう。ちゃんと答えてください。 

 今週末、今月末までにも、退職か、人材会社に行って再就職探しをするか、迫られている人がいるんです。迫ら

れている人がいるんです。私も相談を受けているんです。首がかかっているんです。裁判したらいいじゃないん

ですよ。裁判できないんですよ、そんなもの。どうやってできるんですか。子供の進学を抱えている人が首を切ら

れて、どうやって裁判するんですか。 

 そうならないために、もう一度お聞きします。 

 会社側が、退職か、人材会社に出向して再就職先探しをするかの二者択一を迫ることは不適切なんですか、不

適切とは言い切れないんですか。はっきり明確に答えてください。 

○塩崎国務大臣 そんなに大きな声を出さなくてもよく聞こえますので、よろしくお願いしたいと思いますが。 

 山井議員も、政権におられたときは労働担当の大臣政務官を厚生労働省でお務めになられたので、よくおわか

りの上でおっしゃっているんだろうというふうに思います。 

 それは、先ほど申し上げたように、企業と従業員の関係は民と民との間の関係でございます。したがいまして、

先ほど申し上げたように、民と民の間の関係が不適切かどうかというような問題を含めて、これは司法の場で最

終的には個別によく精査をした上で判断をされるということであることは、これはもう労働の法制の中で基本的

なことでありますから、大臣政務官をお務めになった山井さんはよくわかっておられると思います。 

 その上で、厚生労働省の使命として、労働者保護を使命としているわけでありますから、その観点から申し上

げれば、先ほど申し上げたように、通常甘受すべき程度を著しく超えるような不利益を労働者に負わせるような

人事権の濫用というのは不適切だということを申し上げているので、個別の案件については、それは私どもが解

釈をする問題ではなくて、最終的には裁判所で判断をするものでありますが、労働政策としてどうかといえば、

今申し上げたようなことで、通常甘受すべき程度を著しく超える不利益を労働者に負わせているかどうかという

ことについての判断は、最終的にはこれは裁判所で行われるものというふうに理解をしているところでございま

す。 

○山井委員 私もそれは多少興奮する部分はあるかもしれないけれども、実際、リストラされた方は路頭に迷っ

ているんですよ。しっかりとこれが不適切であるというような答弁をいただいて、通知を出してもらわないと、

雇用保険の方の採決はできませんよ。当たり前じゃないですか。雇用保険のお金がこういう退職強要に使われて

いる、そんなことで雇用保険料を払えますか。雇用を守るためじゃないですか。 

 実際、時間に限りがありますから言いますけれども、例えば、きょうの配付資料の八ページを見てください。失

業なき労働移動といいながら、賃金がふえた人は何％ですか。たった一一％じゃないですか。八八％減っている

じゃないですか。何が成長産業への移動ですか。何から何に移動しているかというのも、製造業から製造業が一

番多くて、そう簡単に成長産業に移動になっていませんよ。 

 さらに、ここにも書いてありますように、十ページ、結局、今調べがついている中で、六百五十人のうち百二十

三人、つまり、一八％、二割の人は再就職先が見つからずに、路頭に迷っているんですよ。何が失業なき労働移動

ですか、二割もの人を路頭に迷わせて。 

 昨年七月に王子が行った退職勧奨、退職強要が疑われるものでも、二十六人が退職に追い込まれて、現時点で

再就職先が見つかっているのは二人じゃないですか。中には、やめたくない、仕事を続けさせてほしいと泣きな

がら言ったのに、テンプスタッフに行って再就職先を探してくださいと言われて、私も何人もの被害者に会いま



したけれども、これは指示ですかと言ったら、相手の部長が、業務ですよ、業務ですから人材会社に行ってくださ

い、そこまで言っているんですよ。 

 さらに、きょうの配付資料にもありますように、テンプスタッフは、こういう資料を持って各会社に人員削減

をやりませんかとセールスして回って、それをやれば一人十万円のリストラ助成金が出ますよと。ここに書いて

あるでしょう、二ページ目、三ページ目。例えば大手の化学企業では、五十人リストアップして四十四人首を切り

ましたよ。そして、どう書いてありますか。この制度によって、各部門長が自信を持って面談を行い、退職勧奨の

ための話ができたことと。 

 でも、全然違うじゃないですか。たくさん首を切れていますよと言うけれども、泣きながら抵抗しても逃げ切

れずに、やめさせられて。例えば、お子さんがおられる方は、そのことがまだお子さんに言えないんですよ、子供

がショックを受けるから。今までは七時に出て九時に帰っていた。帰れないんですよ。早く帰ったら子供に何か

あったのかと思われるから、晩の七時に帰れないんですよ。一日じゅうどこかで時間を潰して、晩御飯も一人で

食べて。 

 今、テンプスタッフで見つかりそうな仕事は、今まで七百万円ぐらいあった年収なのが、三、四百万のものしか

見つかりそうにもない、半額になるんですよ。これは労働者だけの問題じゃないんですよ。子供の人生も狂うじ

ゃないですか。 

 これは、今調査をしてくださっているということですけれども、もし、調査結果によって、本人の意思に反して

退職を強いられた事例が明らかになれば、今、塩崎大臣は、裁判しろ、個別労使紛争しろとおっしゃいましたが、

言っておきます、そんなことはできません、子供を抱えて。できませんから。 

 かつ、これは、国が助成金をふやしたからそれに乗っかっている国策リストラみたいなものなんです。国の責

任はあるんです。だから、この被害者の方々がもし退職強要、無理やり自分の意思に反して退職に追い込まれた

ということが明らかになれば、そのリストラされた方を復職させるなり、補償金を出すなり、救済策を国の責任

でやっていただきたい。 

 これは、王子ホールディングスやテンプだけの問題じゃないんです。それに雇用保険のお金が流れているんで

す。国策でやっているんですよ。ぜひとも被害者の救済策を講じていただきたい。いかがですか。 

○塩崎国務大臣 何度も申し上げておりますけれども、人事権の濫用は不適切であって、それについては、当然、

私どもとしては、啓発指導をするということで、実際、王子にも来てもらって、きちっとしたことを伝えていると

ころであります。 

 そもそも、これは、先ほど来お話が出てきている労働移動支援助成金とこの一企業の行動というのがリンクし

ているわけではないわけであって、なおかつ、今お話でありますけれども、例えば、平成二十六年度から本格的に

この助成金を活用するようになりましたけれども、二十五年度と二十六年度とを比べてみても、民事上の個別労

働紛争に係る相談というのはむしろ減っているぐらいで、ふえていないんですね。 

 ですから、この制度がそういうことをもたらしたのではなくて、企業の中でそういうところがあるということ

を私たちは認識した上で、なおかつ、日本経済が付加価値の高い産業構造に変わっていくために、この制度を使

って、できるだけ早く、失業なき労働移動で、新しい職場で働くことができるようにしていこうということをや

るこの政策目的には何ら間違いはない。 

 ただ、問題は、それを悪用するのであるならば、どうやってその悪用を阻止して正しい使い方をしてもらうよ

うにするかということが大事なんだろうというふうに思います。 

 今、救済をすべきではないのかというお話がございましたが、事業主によって退職勧奨を受けて退職をされた

方が、その後、当該退職勧奨が違法な退職強要であったとして事業主に対して復職や損害賠償を求めるような場

合、行政にはこのような民事上の事案を直接的に解決する仕組みはございません。 

 このような事案については、やはり裁判、あるいは、比較的短期間で結論の出る労働審判というのも用意をさ

れています。さらには、労働局で実施をしております個別労働紛争解決制度というのがございまして、それによ

って解決を求めることが可能であることから、御本人に対しては、これらの制度について丁寧に御説明を申し上

げるということで対応していきたいというふうに思っておるところでございます。 



 こういうような中で、御本人が個別労働紛争解決制度の利用を望まれる場合には、お一人お一人に丁寧な対応

をしてまいりたいというふうに考えているところでございます。 

○山井委員 無責任きわまりない。国策のミスで多くの方をリストラさせておきながら、それで問題が起こった

ら、裁判しなさい、個別労使紛争をしなさい。 

 塩崎大臣、全く事の深刻さをわかっていないけれども、これがだめでなかったら、日本じゅうの五千万人の労

働者、あした人事部長に呼び出されて、退職してください、そして断ったら、人材会社に行ってください、そうい

うことになっちゃうわけですよ。 

 これは実際、十ページにありますが、王子ホールディングスの進藤会長は、朝日新聞の記事によりますと、この

問題が明らかになってから、こうおっしゃっているんですね。「制度にのっとってやったものだし、退職勧奨が違

法というわけでもない」。つまり、制度にのっとってやっている、国策に従ってやっているから問題ない。まさに、

これは国の問題なんです。 

 さらに、塩崎大臣は、退職強要の違法性が明らかになったらとおっしゃいましたが、繰り返し言うように、退職

強要の違法性は裁判しないと明らかにならないし、裁判なんかできないんですよ。 

 そういう意味では、さらに、ここの配付資料にもありますが、今回問題になっている王子ホールディングス、十

一ページにありますけれども、私も驚いたんですが、経団連の雇用政策委員会の委員長、王子ホールディングス

会長の進藤氏は、経団連の雇用政策委員会委員長。さらに、テンプスタッフの社長の水田正道社長は、人材派遣協

会の会長なんですよ。 

 つまり、人材派遣協会の会長、経団連の雇用政策委員長というのは、本来、こういう雇用政策が企業にとっても

労働者にとっても一番いいという模範を示すべきものだと私は思いますが、こういう雇用政策委員長そして人材

派遣協会の会長の会社が、こういう退職強要と疑われかねない多くの被害が今出ていることをやっていることに

関して、適切だと、塩崎大臣、思われますか。いかがですか。 

○塩崎国務大臣 これは民間の経団連という組織の中での人事でございますので、私どもがコメントする立場に

はないというふうに思いますし、それは、今のような御指摘がこの国会であるということを踏まえて、それぞれ、

その立場、つまり、今特定されたこの委員長は、適切にみずから御判断をすることだというふうに思います。 

○山井委員 これは、雇用保険財源ですからね、雇用保険料が退職強要に使われているという前代未聞の、私は

大問題だと思っておりますし、今言いましたように、経団連の雇用政策委員長、人材派遣協会の会長がそういう

ことを進めている。 

 ここでブレーキをかけないということは、これを広げていくということですからね、モデルにして、どんどん

一億総リストラ社会に近づけていくということですから、看過できませんので、ぜひ、進藤会長そして水田社長

を参考人としてこの厚生労働委員会に呼んでいただいて、もし問題がないとおっしゃるんだったらそれで結構で

すから、どういう趣旨でこういうことをやっておられて、どうこれが失業なき労働移動で、何人の方が賃金が上

がって、何人の方が喜んでいられるのかということをお聞きしたいと思いますので、水田社長、進藤会長の参考

人招致をお願いします。 

 理事会で協議してください。 

○渡辺委員長 理事会で協議いたします。 

○山井委員 それで、私はやはり、こういう、一歩間違うと退職を奨励していって、退職した人を再就職させるビ

ジネスでお金をもうけるというのは非常に問題があると思っております。 

 このテンプスタッフ、派遣業の今度の契約がことしの七月三十一日で切れると聞いております。ついては、も

し今やっている調査で本人の意思に反して退職を強要されたという事例が発覚したら、この三年後のさらに許可

を取り消すということもあり得るのか。 

 さらに、今、五百人の再就職した人に調査票を発送されていまして、あした、十二日が郵送の期限と聞いており

ますから、来週月曜日からは返事が返ってくると思います。この雇用保険法の採決までにこの問題の真相究明と

解決はせねばなりませんので、郵送の返事が十通でも二十通でも戻ってき次第、私たちにその結果を順次報告し

てもらえる、そのことを、御回答、二点お願いしたいと思います。答弁をお願いします。 



○渡辺委員長 申し合わせの時間が既に過ぎておりますが、答弁は簡潔にお願いいたします。 

○塩崎国務大臣 今、有料職業紹介事業の許可の扱いについてお問い合わせがございましたが、許可の取り消し

は、職業安定法の規定に違反したときなどに行うことができることとされております。 

 また、許可の更新につきましては、職業安定法に基づく許可基準に照らして判断をすることとしたところでご

ざいまして、審査に当たっては、今回の事案も踏まえ、許可基準に適合するか否か、丁寧に審査をしてまいりたい

というふうに思います。 

 アンケートにつきましては、約五百人の方にお願いをしておるわけでございますので、できる限り速やかに結

果を取りまとめてまいりたいというふうに思っております。 

○山井委員 戻ってきたものから、順次私たちに公表をしていただきたいと思いますし、最後になりますけれど

も、違法性があればじゃないんですよ。裁判をしないと違法性は明らかになりませんし…… 

○渡辺委員長 既に時間は終わっていますので、質疑をやめてください。 

○山井委員 裁判なんかできませんから、そういう前提ではなくて、問題があると判断したら対応していただき

たいと思います。 

 以上で終わります。 

○渡辺委員長 次に、柚木道義君。 

○柚木委員 民主党の柚木道義でございます。 

 きょうも質問の機会をいただき、ありがとうございます。 

 私の方からも、冒頭、きょうは三月十一日でございます。東日本大震災でお亡くなりになった方々、御遺族の皆

様に、心よりお悔やみと、そしてまた御冥福をお祈り申し上げ、いまだ行方不明の方も多くおられる。けさも、私

もテレビ報道等を見て涙をいたしました。多くの委員の皆さんや国民の皆さんとともに、この五年の節目を、復

興を本当の意味で前に進めていく、そういう決意を共有させていただければと思っておりまして、後ほど甲状腺

がんの対策の拡充等についても質問をさせていただきます。 

 前回、私、認知症の最高裁判決、賠償責任の関係を含めて、保障制度等、質問をさせていただきましたが、きょ

うの保育士の処遇改善、そしておとといの委員会でも介護職員の処遇改善、これはどちらも共通する課題でもあ

りますし、まさに、保育、介護、もちろん、家族で一生懸命子育てや介護を頑張っておられる方がたくさんおられ

る中で、しかし、やはり社会全体で支えていくことの重要性、必要性が今大きくクローズアップされていると思

っておりまして、まず冒頭、この委員会にも提出をされております介護従事者等の処遇改善法案関連について、

それぞれ提出者に質問をさせていただきたいと思います。 

 まず、提出者の泉提出者、山井提出者に伺いますが、この法案の必要性、さらに、保育士等の処遇改善の必要

性、これもいかに考えるか、また、介護離職ゼロのために本法の果たす役割はどうなのか、それぞれ御答弁をお願

いいたします。 

○泉議員 御質問ありがとうございます。 

 私も、当選前、短期間でありますが介護事業所で仕事をさせていただいたときがありまして、そのときにも既

に男性の結婚退職というのが随分話題になっていました。寿退社というよりも、養っていけない、だから退職し

なければいけない、こういう状況が当時からも介護の現場でありましたが、今もなお、十万円ほど平均賃金が安

いという低賃金の状況になっているということでありまして、その結果、離職率も高いということになっており

ます。何とかこの状況を改善したいということで、我々、立法させていただきました。 

 そして、今も話題になっておりますが、保育の現場でも同様であると思いまして、やはり月十万ほど賃金が平

均的に低いという状況であります。仮に二％今の賃金から上げたとしても、それは五千円台ぐらいの話、四千円

から五千円でありますので、我々としては、保育に従事をする、働く方々についてもやはり一万円ほどの賃金ア

ップをまず目指していきたいというふうに考えております。 

○山井議員 御質問ありがとうございます。 

 私も、政治家になる前は老人ホームで実習したり、介護問題も大学で教えておりました。そういう立場からし

ても、介護離職ゼロの実現のためには、介護職員離職ゼロということがないと、これは実現をしないわけであり



ます。ですから、幾ら介護施設をふやすということを言っても、介護職員の賃金が上がらねばなりません。その意

味では、介護離職ゼロ、介護職員の離職をゼロとするためには、介護職員の賃金を一万円上げていく、これをやら

ない限り、今回の雇用保険法の改正だけでは全く不十分であると思っております。 

 ありがとうございます。 


